









　 1　緊張と敵対（2006 年―2010 年）
　 2　安定と変革（2011 年―2014 年）



































































































力は， ブレア （Blair） 政権の憲法改革の広範なプラグラムであった。地方分権は， イ
ングランドおよびウェールズ以外の裁判官任命過程を含んだ。2002 年裁判（北ア
イルランド）法（Justice （Northern Ireland） Act 2002）は，北アイルランドの独立し
た選考委員会を設置する枠組みの概略を示し，それは，北アイルランド裁判官選考
委員会（Northern Ireland Judicial Appointments Commission）へと通じ7），スコット
ランドにおいては，スコットランド裁判官選考委員会（Judicial Appointments Board 




























年間（すなわち，2006 年から 2016 年まで）は，裁判官選考委員会は，それが運営








これらの内， 7 名が裁判官職を有し， その内 1 名は治安判事であり， さらに， 2 名は
法実務家であり， そして， 6 名の非法曹委員がおり， その内 1名は， 裁判官選考委員
会の委員長である。司法省は， 委員を公募で募集し， 例外は， 裁判官評議会（Judges’ 
Council）によって指名される 2 名の上級裁判官委員と， 審判所裁判官評議会（Tribu-
nal Judges’ Council）によって指名される 1 名の上級審判所裁判官である12） ＊3。委









を数で上回る（8 名対 7 名）14）。しかしながら，非法曹委員よりも裁判官委員の方
が多く（7 名対 6 名）， 強力な裁判官の存在が残っている。裁判官または実務家であ
る委員は，非法曹委員を数で上回っており（9 名対 6 名），そして，一緒になって， 
裁判官選考委員会で多数を占めている。裁判官選考委員会に非法曹委員を入れるこ
















関与は， スコットランドの裁判所によって強力に （しかし不成功に） 抵抗され， 初期
の段階において膿の出る腫れもの（running sore）であった。
三　裁判官選考委員会の最初の 10 年―制度的足場の確保



















年から 2010 年の間の最初の時期， 2011 年から 2014 年の安定化とよりいっそうの変





































年の間に，裁判官選考委員会の見直しを準備し，2006 年から 2012 年の間に何らか






えることを求めた公的組織法案（Public Bodies Bill）の別表 7 に含まれた 2010 年に



















ずつ拡大することによって省が構築した状況であった。2006 年から 2013 年の間に











































































































選考基準を特定することができる。典型的には， 大法官は， 候補者が成功するには， 
日給支払いの経験 （すなわち， 彼らが， 例えばソリシタまたはバリスタとして， 日々
の仕事を継続してきた一方で，非常勤の裁判官の役割で審理した経験）を有すべき
ことを特定することができる。2006 年から 2011 年の間に，大法官の追加的選考基
準の使用は，裁判官選考委員会，司法省と裁判所サービスの間の厄介な交渉に服し
てきた。省と裁判所サービスにとって，特定のポストが「職を行うことができる最
善の」 （best able to do the job） 者によって埋められることを保障する 「ビジネスニー
ズ」が存在する25）。常勤の地位に任命される者に，事前の非常勤の裁判官職の経
験を要求することは，成功する候補者が裁判官職が含むものを良く理解しているだ
けではなく， また彼らがリソースが削減された裁判官協会 （Judicial College） 〔裁判官
















トで審理することはできなかった。裁判官選考委員会は，2006 年から 2011 年の
間， ある職員が述べるように， 「塹壕戦 （trench warfare）」 へと帰結する 「地獄のよう



























































































































2015 年―2016 年において，その政策は裁判官選考委員会がその年になした 308 件






































選考の内 3% にのみ最終的決定権を有するにすぎない。2006 年から 2016 年の間
に，裁判官選考委員会が勧告した候補者を最終的な任命機関が究極的に承認しな



































年から 2016 年の間に裁判官職に 1,800 名の女性が任命された42）。裁判所の二つの
決定的な入門レベルの地位，すなわち，レコーダー（Recorder）と非常勤地区裁判
官（Deputy District Judge）において特別な前進があった。例えば，10 年間の間に，
女性の非常勤地区裁判官の比率において 25% から 37% への増加が存在した。ある
程度の前進が上位の裁判所においてもみられたことはまた事実である。2005 年か
ら 2017 年初めに，高等法院と控訴院の女性裁判官の数は，10 名から 22 名に，2名
から 8 名にそれぞれ増加した43）。これは，実際前進であるが，その数は依然とし
て小さく，これらの裁判所で審理する裁判官の全体数の 21% と 19% を示すのみで
あり，執筆段階では，イングランドおよびウェールズの裁判所における 5名の最も
上級のリーダー〔首席裁判官，記録長官，家事部長 （President of the Family Division），
高等法院大法官部長（The Chancellor of the High Court），女王座部長（President of the 







（Black, Asian and minority ethnic）［BAME］の裁判官の統計は，さらに良くない。裁
判官職に応募し，選考される BAME の候補者の数は，裁判官選考委員会が設置さ
れたときよりも多くなっており，2006 年から 2016 年の間に 400 名の BAME の裁
判官が任命された。しかし，BAME の裁判官は，依然として，裁判所のかなり小
さなマイノリティを代表するにすぎない。イングランドおよびウェールズにおける
おおよそ 3,200 名の専門的裁判官の内，84% が民族の情報を知られており，174 名
（6%）がその生い立ちを BAME と宣言している44）。審判所において，その数はわ
ずかに高く，裁判官の 10% がその生い立ちを BAME と宣言し，これは 40 歳以下





































































































































び活動オンブズマンに 1 ダースが付託される。2007 年から 2012 年の間に裁判官任
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